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 施策番号 該当ページ・行 意見 
1 全般 全般 工程表に記載されている施策の大部分が、「○○を推進する」「○

○を検討する」と総論的な記述である上、それを補うべき工程表

でも５年間にわたり平板な矢印が引かれているという体裁にな

っていて、それぞれの項目においていつまでに何をするのか、消

費者が一番知りたい計画の実効性が全く見えてきません。第 3
期消費者基本計画の当初 2 年間と後半 3 年間における到達点と
改善点の見える化ができていないので、効果的な検証・評価がで

きません。いつまでに何をするのか、年度毎により具体的な記述

にしてください。他省庁との連携協働による施策が多いため消極

的な記述になっているとしたら残念です。消費者庁は消費者行政

の司令塔としての機能を発揮し、各省庁に対しても分かりやすく

効果が見えるような記述をさせるべきです。 
2 １（１）② 1ページ 

6ページ 
○家庭用化学製品の安全対策のための「安全確保マニュアル作成

の手引き」作成 
「家庭用化学製品の安全対策のための『安全確保マニュアル作成

の手引き』作成」という施策に関して、家庭用化学製品等を使用

した際の危害報告件数が 1,621件あるにもかかわらず、KPI（イ）
「手引きを新たに作成又は改訂した家庭用化学製品の製品群数」

が 0件という現状は、計画が機能しているといえない状況です。
製品群ごとに優先順位をつけるなどして、手引きの作成・改定計

画を明確にすべきであり、そのことも取組内容に加えるべきで

す。 
3 １（１）⑤ 2ページ 

7ページ 
○基礎ぐい工事の適正な施工を確保するための取組 
基礎ぐい工事を含む建築工事の工事監理について、取組は「留意

点を建築士や特定行政庁へ周知」するだけでなく、「第三者監理

制度の検討」も加えてください。 
4 １（１）⑦ 

 
 

3ページ 
8ページ 
 

○子供の不慮の事故を防止するための取組 
昨年「子供の事故防止に関する関係府省庁連絡会議」が設置され、

消費者への注意喚起などの取り組みが行われたことは評価しま

すが、今後の取り組みについては、いつまでに何をやるのかを具

体的に明記してください。消費者への広報啓発に関しては、消費

者の理解がどの程度進んだのかについての検証も行ってくださ

い。 



5 １（１）⑦ 
 
 

3ページ 
8ページ 
 

○子供の不慮の事故を防止するための取組 
子どもの事故防止に資する規格として、「ISO/IEC Guide50（安
全側面－規格及びその他の仕様書における子供の安全の指針）」

が 2014年に発効（第３版）されました。この規格の普及が進む
よう、行政でも積極的に対策を検討すべきであり、取組に加えて

ください。 
6 １（２）③ 13ページ 

16ページ 
○リコール情報の周知強化 
リコール情報の周知強化に関して、平成 27年度の取組に「地域
のネットワーク等を活用した情報提供を推進」とありますが、

（KPI の現状）には、例示でよいので地域のネットワークを活
用した取組事例を挙げるべきです。 

7 １（３）① 18ページ 
20ページ 

○消費者安全調査委員会による事故等原因調査等の実施 
消費者安全調査委員会には多くの申出が寄せられていますが、こ

の間過去に報告した事案のフォローアップに追われ、新規課題に

取り組めていません。体制強化を取組に加えてください。 
8 １（３）③ 18ページ 

20ページ 
○国民生活センターにおける商品テストの実施 
「消費者行政新未来創造オフィス」における「徳島県を実証フィ

ールドとした先駆的な商品テストのプロジェクトの実施」につい

て、概要を明確にしてください。商品の使用実態などの調査をも

とに、商品仕様の改善や消費者の誤使用防止につなげられるよ

う、商品テストとともに注意喚起などの取り組みを進めてくださ

い。また、国民生活センター本体における商品テストについても

縮小させることのないよう、今後も継続してください。 
9 １（３）⑥ 19ページ 

21ページ 
○製品火災対策の推進及び火災原因調査の連絡調整 
製品火災に関して、消防統計では「原因不明」とされているもの

が非常に多く、ＮＩＴＥや事故情報データバンクでも「原因不明」

や「製品起因性が確定できない」ものが多いのが現状です。しか

し、同種製品で同じような火災事故が多数起こっていることをふ

まえると、原因調査能力の不足が問題と考えられます。消防や警

察の「製品事故調査能力の向上をはかるための施策」を取組に追

加してください。また、原因調査能力向上のためには、消費者庁

（消費者安全調査委員会）が率先して取り組み、その成果を広め

ることが重要であり、担当省庁に消費者庁（消費者安全調査委員

会）も加えてください。 
10 １（４）④ 24ページ 

29ページ 
○食品の安全性に関するリスクコミュニケーションの推進 
健康食品の安全性について、平成 27年度実績に「健康食品の安
全性や機能性に関する意見交換会」が 2回、平成 28年度実績に

「健康食品との付き合い方を考える意見交換会」を 1 回開催さ



れたとありますが、健康食品の安全性や機能性はいまだ消費者に

理解されているとは言えません。回数・手法等工夫しながら毎年

継続的にリスクコミュニケーションを行うことを取組矢印部分

に特記してください。 
11 １（４）④ 24ページ 

29ページ 
○食品の安全性に関するリスクコミュニケーションの推進 
KPI について、意見交換会のアンケート結果からみる参加者の
理解度としていますが、こうした意見交換会への参加層は理解度

の高い関係者が多いと考えられます。多様な層のリスクコミュニ

ケーション参加を促進するために、日時・場所、対象、IT 活用
等検討する必要があり、KPIも工夫する必要があると考えます。 

12 １（４）⑤ 24ページ 
30ページ 

○輸入食品の安全性の確保 
輸入食品の安全性の確保に関して、輸出国対策・輸入国対策が行

われたとしても違反食品が国内に流通する可能性は完全には排

除できません。国内流通時対策として都道府県等が「国内流通品

の収去検査など監視体制の強化」を図る支援措置を加えてくださ

い。また、健康被害が生じた場合などの消費者への情報発信やホ

ットラインの創設など、被害拡大防止策も具体的に書き込んでく

ださい。 
13 １（４）⑥ 24ページ 

30ページ 
○食品中の放射性物質に関する消費者理解の推進 
放射性物質の検査体制に関して、平成 29 年度以降検査の合理
化・効率化に向けてガイドライン改正が行われますが、KPI の
「検査機器の貸与の状況」はガイドライン改正の方向性に合った

形に修正してください。 
14 １（４）⑧ 25ページ 

31ページ 
○中小規模層の食品製造事業者のHACCP導入の促進 
食品衛生管理の国際基準となっている HACCP による衛生管理
について、それぞれの業界団体が、個別の食品・業態ごとに手引

書を策定して事業者に提供するなど、全ての事業者への義務付け

を速やかに確実に遂行してください。また、義務化が決まった時

点で KPIを「○年までに 100％」と修正してください。 
15 １（４）⑧ 

 
25ページ 
31ページ 

○中小規模層の食品製造事業者のHACCP導入の促進 
事業者の取り組みを促進するためにも、HACCPについて広く消
費者の理解促進につながるような分かりやすい広報ツール等を

作成し、制度周知を図ってください。 
16 １（４）⑬ 27ページ 

34ページ 
○廃棄食品の不正流通事案 
平成 27年の本件発生時には、国から自治体に対して数々の取り
組み要請がなされましたが、国では「食品安全行政に関する関係

府省連絡会議」が設けられ、一元的に対策がとられました。地方

自治体においても、関連部局の連携をはかることが重要です。自



治体において、消費生活部門が司令塔となり関連部局を一元化す

る仕組みが整えられるよう、国から自治体に働きかけることを取

組に加えてください。 
17 １（４） 新規（23ページ） 

（44ページ） 
○リスクコミュニケーションとリスク管理 
○新たな食品表示制度の円滑な施行等 2016 年 11 月、冷凍メン
チカツを原因とした O157による食中毒事件が発生しました。こ
のように「冷凍食品」ではなく「そうざい半製品」である商品に

ついて、加熱をしっかりする等の情報を消費者に周知するととも

に、国の規格基準を整える等、対策を取組に加えてください。 
18 １（４） 新規（23ページ） 

（44ページ） 
○リスクコミュニケーションとリスク管理 
○新たな食品表示制度の円滑な施行等 
2016年 3月にはちみつの摂取が原因と推定される「乳児ボツリ
ヌス症」により、生後 6か月の乳児が死亡しました。1987年に
当時の厚生省より「1 歳未満の乳児へはちみつを与えないよう
に」という通達が出され、注意表示として製品ラベルに記載して

きていますが、義務とはなっていません。消費者に周知をすると

ともに、表示の義務化を検討するなどの対策を取組に加えてくだ

さい。 
19 １（４） 新規（23ページ） ○食品用器具及び容器包装のポジティブリスト制度の導入 

標記制度について、欧州等では既に制度が導入され、アジア各国

でも導入又は導入に向けて検討が進んできています。日本におい

ても、欧米等で使用が禁止されている物質を使用した製品などに

規制の網をかけられるよう、ポジティブリスト制度の導入を取組

に記載してください。 
20 １（４） 新規（23ページ） ○耐性菌対策 

2016 年、関係省庁・関係機関が「薬剤耐性対策アクションプラ
ン」を策定しました。抗生物質・抗菌剤の使用量削減に向けて、

関係省庁・有識者・関係団体が協力・連携し、耐性菌対策につい

て普及啓発・教育を行うことを取組に加えてください。 
21 ２（１）① 35ページ 

36ページ 
○景品表示法の厳正な運用及び執行体制の拡充 
高齢化やＩＴ化など時代に即した事案把握と法執行を進めるこ

とが必要であり、消費者目線での事案把握のために、「消費者モ

ニターによる表示に関する意見交換会の開催」を取組に加えてく

ださい。 
22 ２（３）① 44ページ 

46ページ 
○新たな食品表示制度の円滑な施行等 
消費者庁が 3月の消費者委員会に提出した資料によると、栄養表
示・保健機能食品の消費者教育調査事業について、ターゲット別

（若年女性・メタボ予防・高齢者）の活用媒体と指導要領を作成



し、徳島県をモデル地域として実証事業を行うとされています。

これをもとに、全国展開に向けた取り組みを想定し、指導要領を

整備してください。 
23 ２（３）① 44ページ 

46ページ 
 

○新たな食品表示制度の円滑な施行等 
昨年 12月に「食品のインターネット販売における情報提供の在
り方懇談会の報告書」がまとめられましたが、報告書の内容を実

効性あるものにするための方策について、取組に具体的に記載し

てください。 
24 ２（３）① 44ページ 

46ページ 
○新たな食品表示制度の円滑な施行等 
「遺伝子組み換え表示の検討」「食品添加物表示の検討」と取組

に記載されましたが、論点や課題を具体的に記載してください。 
25 ２（３）① 44ページ 

46ページ 
○新たな食品表示制度の円滑な施行等 
（KPIの現状）（ロ）で講師派遣回数が書かれていますが、何を
テーマとする会への派遣回数なのかが分かりません。テーマや説

明会回数についてより丁寧に記載してください。 

26 ２（３）② 44ページ 
47ページ 

○健康食品も含めた食品の表示・広告の適正化 
消費者委員会の「特定保健用食品の制度・運用見直しについての

建議」への対応について、取組を具体的に記載してください。 
27 ２（３）② 44ページ 

47ページ 
○健康食品も含めた食品の表示・広告の適正化 
平成 28年 9月の特定保健用食品の許可取り消しの再発防止策の
一つとして、買い上げ調査を前倒しして実施することは評価しま

す。調査結果に関しては、消費者に情報開示してください。加え

て、特定保健用食品の更新制の再導入などを取組に記載してくだ

さい。 
28 ２（３）② 44ページ 

47ページ 
○健康食品も含めた食品の表示・広告の適正化 
機能性表示食品制度は届出制となっており、民間団体や消費者団

体がチェック活動を行っていますが、こうした団体から提供され

た疑義情報について、行政側でどう処理しどう対応されているの

かを開示してください。 
29 ３（１）④ 50ページ 

52ページ 
○消費者契約法の見直し 
昨年の消費者契約法改正で積み残された論点について内閣府消

費者委員会でのとりまとめがなされる見通しであること、成年年

齢の引き下げが検討されていることなどを踏まえ、現在改正検討

中の消費者契約法について、改正時期を明記してください。 
30 ３（２）⑦ 57ページ 

68ページ 
○仮想通貨と法定通貨の交換業者に対する規制の整備 
ビットコインなどの仮想通貨規制については消費者の理解も重

要であり、「消費者への周知」も施策に盛り込んでください。 
31 ３（２）⑧ 58ページ ○安全・安心なクレジットカード利用環境の整備 



68ページ 本年「クレジット取引セキュリティ対策協議会」にて、国際水準

のクレジット取引のセキュリティ環境を整備するため、「実行計

画 2017」が策定されました。「カード情報の漏洩対策、偽造カー
ドによる不正使用対策、ＥＣにおける不正使用対策」など、この

実行計画に基づく取組が促進されるよう、国として支援策を明記

してください。また、国としても消費者向け広報啓発を進めるこ

とを取組に記載してください。 
32 ３（２）⑰ 64ページ 

73ページ 
○電気・ガスの小売供給に係る取引の適正化（ＬＰガス） 
ＬＰガス販売について、本年取引ガイドラインの策定が行われた

ことを評価します。取引ガイドラインが確実に実施されているか

についてフォローし、必要に応じてさらに内容の見直しを検討し

てください。 
33 ３（２）⑰ 64ページ 

73ページ 
○電気・ガスの小売供給に係る取引の適正化（都市ガス） 
本年 4月からの都市ガス小売自由化によって、ほとんどの事業者
の経過措置料金規制が解除されます。電力自由化に比べ圧倒的に

参入事業者が少ない中で危惧される、「規制なき独占」による不

当な値上げがないよう、「監視体制の強化」を取組に加えてくだ

さい。また、「都市ガス小売自由化についての周知・広報、消費

者保護のための情報提供及び注意喚起を実施」との取組が記載さ

れていますが、経過措置料金規制の解除については消費者への実

質的な周知が進んでいません。大きな制度変更であることを踏ま

え、事業者に対応させるだけでなく、行政として周知強化を進め

てください。 
34 ３（２）⑰ 64ページ 

73ページ 
○電気・ガスの小売供給に係る取引の適正化（電力） 
「電力の小売営業に関する指針」の「望ましい行為」については

随時検証し、電源構成やＣＯ2排出係数の情報開示の義務化をは
じめ、消費者が選択できる環境整備に向けて必要があれば指針の

改定を行ってください。また、本年４月からの都市ガス自由化に

伴う、電気・ガスのセット販売等に係る消費者トラブルの発生を

見据え、「監視体制の強化」を取組に加えてください。 
35 ３（２） 新規（55ページ） ○子どもへの広告・マーケティングに関する対応 

国連児童基金など 3団体により発表された「子どもの権利とビジ
ネス原則」の具体的な取り組みとして、2016年 11月「子どもに
影響のある広告およびマーケティングに関するガイドライン」が

策定されました。大人に比べ判断力の劣る子どもへの広告・マー

ケティングに関して、このガイドラインが社会で実効性を伴うよ

う、行政でも積極的な対策を検討すべきであり、取組に加えてく

ださい。 



36 ３（３）③ 76ページ 
77ページ 

○迷惑メール追放支援プロジェクトの実施 
事業者等の協議会の活動（「迷惑メールの日」の制定による周知

活動）等に積極的な支援を講じることなどを通じて、消費者への

周知を行うことを取組に記載してください。 
37 ３（３）④ 76ページ 

77ページ 
○インターネット上の消費者トラブルへの対応 
「インターネット技術･サービス及びそれらをめぐる消費者トラ

ブルの動向等をふまえた調査研究等の実施」とありますが、具体

的に何を行うか記載してください。 
38 ３（５） 新規（87ページ） ○ユニットプライス（単位価格表示）に関する検討 

現在ＩＳＯ／ＣＯＰＯＬＣＯにてユニットプライス（単位価格表

示）の検討が進められていることを踏まえ、国内でも現在の状況

の調査・研究を行うことを取組に加えてください。 
39 ４（１）③ 89ページ 

90ページ 
○消費者政策の企画立案のための調査の実施 
消費者政策の企画立案のための調査の実施について、KPI がウ
ェブサイトアクセス数となっていますが、KPI には調査が実際
にどれだけ企画立案に生かされたのかを掲げるべきです。また、

「消費者行政新未来創造オフィス」における調査・研究について、

いつまでにどのような調査・研究を実施するのか、どのようなア

ウトプットを考えているのか、具体的な計画を明らかにしてくだ

さい。 
40 ４（２）① 93ページ 

102ページ 
 

○消費者教育の総合的、体系的かつ効果的な推進 
消費者教育の推進や検証・評価にあたっては、これまでに実施し

た消費者教育の定着度等の効果測定を行う必要があると考えま

す。ついては全国的なアンケートの実施等を取組内容・KPI に
追加し、効果測定につなげてください。 

41 ４（２）② 93ページ 
102ページ 

○地域における消費者教育推進のための体制の整備 
消費者教育推進地域協議会の設置が進んでいますが、既存の消費

生活審議会等と兼ねているものも多く、まだ十分機能が発揮され

ていない状況です。こうしたネットワークは機能しているかどう

かが重要であり、取組には設置支援のみならず、実態把握も加え

てください。 
42 ４（２）⑥ 96ページ 

104ページ 
○学校における消費者教育の推進 
学習指導要領改訂に関しての記述は、消費者教育の見地からどの

ような改訂がされたのか内容についても記述してください。 
43 ４（２）⑩ 98ページ 

107ページ 
○倫理的消費の普及啓発 
2年間にわたって議論された消費者庁「倫理的消費調査研究会」
の最終とりまとめが出されました。「あなたの消費が世界の未来

を変える」という意識を消費者、特に幼少期から普及啓発・教育



していくことが重要です。倫理的消費（エシカル消費）の認知を

上げていくためのツール作成を取組に加えてください。 
44 ４（２）⑮ 101ページ 

111ページ 
○食育の推進 
食育の推進は、科学的知見を踏まえた形で進める旨を明記してく

ださい。 
45 ４（３）① 112ページ 

114ページ 
○消費者団体等との連携及び支援等 
消費者団体等との連携に関して、（KPIの現状）が消費者庁の実
施した意見交換回数となっていますが、実際には他省庁も消費者

団体との意見交換会などを実施しており、各省庁ごとの回数を実

績として記載してください。 
46 ４（３）① 112ページ 

114ページ 
○消費者団体等との連携及び支援等 
地方消費者フォーラムは初開催から 7回を数えましたが、いった
ん成果について検証・評価を行うべきです。その上で、さらなる

活性化のために、運営改善に着手するべきです。 
47 ４（３）① 112ページ 

114ページ 
○消費者団体等との連携及び支援等 
消費者団体の育成及び支援のあり方の検討に関して、適格消費者

団体等への財政支援を行う「消費者スマイル基金」が設立された

ことを踏まえ、「民間基金への支援」を取組に加えてください。。

また、昨年臨時国会で成立した「休眠預金活用法の対象に消費者

分野を盛り込むことの検討」を取組として掲げてください。 
48 ４（３）① 112ページ 

114ページ 
○消費者団体等との連携及び支援等 
「適格消費者団体の空白地域における設立支援」を取組に加えて

ください。 
49 ４（３） 新規（112 ペー

ジ） 
○持続可能な開発目標（SDGs）の推進 
「持続可能な開発目標（SDGs）の推進」は、「改定素案のポイ
ント」には位置付けられましたが、改定素案本体に項目がありま

せん。独立した項目を設け、消費者分野の課題を丁寧に記載して

ください。 
50 ４（３）③ 113ページ 

115ページ 
○公益通報者保護制度の推進 
「検討会報告書を踏まえた法改正内容の具体化のための更なる

検討」という取組が今回記載されましたが、今回の検討会報告書

によって具体的な法改正の方向性が示されたと受け止めていま

す。ついては、法改正の時期を明記してください。また、取組促

進のために、「経営者層向けセミナー（トップセミナー）の開催」

を取組に加えてください。 
51 ４（４）② 117ページ 

119ページ 
○公共料金等の決定過程の透明性及び料金の適正性の確保 
電力・ガス自由化がスタートしましたが、規制料金として残った

託送料金に関しては、昨年度電力託送料金に原発廃炉費用等を上



乗せする検討がなされました。このことを踏まえ、今後、託送料

金の適正性を確認する場を恒常的に設置し、その中で託送料金で

徴収が認められる項目についての検討を行うとともに、正しく機

能しているかの監視も取組に加えてください。 
52 ４（５）① 122ページ 

125ページ 
○低炭素社会つくりに向けた国民運動の推進 
パリ協定による地球温暖化の抑制目標の実現のため、またＳＤＧ

ｓの実現のためにも、低炭素社会の実現は重要課題です。実現に

向けては個人の意識向上と実行が不可欠であり、国民運動「ＣＯ

ＯＬ ＣＨＯＩＣＥ」に具体的なアクションを追加するなどして

取組を進めてください。 
53 ４（５）③ 123ページ 

126ページ 
○循環型社会に向けた普及啓発事業の実施等 
廃棄物の発生抑制の中でも、特にマイクロプラスチックの発生に

つながる廃棄プラスチック製品について、諸外国と連携しつつ対

策を進めることや消費者への周知について取組に加えてくださ

い。 
54 ５（１）① 129ページ 

133ページ 
○消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続

の特例に関する法律（消費者裁判手続特例法）の円滑な施行 
消費者裁判手続特例法は昨年施行されましたが、消費者の認知度

は上がっていません。取組について、「制度の周知・広報」とい

った一般的表現にとどまらず、「消費者団体と連携し全国でシン

ポジウムを開催」などの具体的な記載を行ってください。 
55 ５（１）① 129ページ 

133ページ 
○消費者の財産的被害の集団的な回復のための民事の裁判手続

の特例に関する法律（消費者裁判手続特例法）の円滑な施行 
適格消費者団体への支援策の記述が「国民生活センター法改正作

業の実施」で終わっていますが、同法の衆議院附帯決議で「その

公益的な活動に必要な資金の確保等の財政面の支援を行うこと」

等財政・情報支援について触れられたことを踏まえ、この点につ

いても取組に記載してください。 
56 ５（１）② 129ページ 

133ページ 
○製造物責任法に関する裁判例の収集･分析 
製造物責任法に関する裁判例の収集・分析に関して、収集のため

には最高裁判所との協力関係を構築する必要があります。外国で

は全ての判例をインターネットで公表している国もありますが、

消費者庁の判例収集はマスコミ報道などを通じて関知したもの

や任意提供されたものを集めているのが現状です。製造物責任訴

訟については、医療訴訟で行われているように、全国の裁判所か

ら最高裁に報告させ、消費者庁にて集約しホームページ等で公表

させる仕組みを構築すべきであり、そのことの検討を取組に加え

てください。 



57 ５（１）④ 130ページ 
134ページ 

○消費者紛争に係る裁判外紛争解決手続（以下「ＡＤＲ」という。）

の実施 
国民生活センターの実施するＡＤＲについては消費者庁の検討

会（「国民生活センターＡＤＲの実施状況に関する検討会」）で在

り方の検討が行われており、「制度の改善の検討」も取組に加え

てください。 
58 ５（１）⑨ 132ページ 

135ページ 
○多重債務問題改善プログラムの実施 
銀行のカードローンによる貸し出しが急増していますが、貸金業

法の総量規制の対象外になっています。規制対象とすることにつ

いての検討を取組に加えてください。 
59 ５（１）⑨ 132ページ 

135ページ 
○多重債務問題改善プログラムの実施 
フリマアプリやオークションサイトにおいて現金が出品・売買さ

れる事象が起きていますが、貸金業法の潜脱といえる行為であ

り、取締強化を取組に加えてください。 
60 ５（１） 新規（133 ペー

ジ） 
○製造物責任法の見直し 
製造物責任法は制定以来改正がされていません。社会情勢の変化

を踏まえ、製造物の定義の見直しや欠陥の推定規定を置くことな

どをはじめ、法改正の検討を取組に加えてください。 
61 ５（２）③ 138ページ 

139ページ 
○パーソナルデータの利活用に関する制度改正（個人情報保護法

改正後の個人情報保護法制の周知を含む。） 
改正法の全面施行が迫っていますが、消費者への周知は十分では

ありません。KPI に「法案の施行に向けた施策の実施状況」と
ありますが、消費者向け周知・啓発の具体的な進捗状況も記載す

べきです。 
62 ５（２） 新規（138 ペー

ジ） 
○マイナンバーカードの利用拡大への対応 
マイナンバーカードの利用拡大の検討が進んでいますが、現状で

はマイナンバーの利用とマイナンバーカードの利用の違いが消

費者には十分に認識されていません。この点の周知と、不正利用

に対する懸念への対応について項を起こして取組を記載してく

ださい。 
63 ６（１） 新規（146 ペー

ジ） 
○緊急時の国としての自治体支援策検討 
震災をはじめ、災害により自治体の機能が不全に陥る事態を想定

し、「緊急時の国としての自治体支援策検討」を施策に追加して

ください。 
64 ６（１）③ 146ページ 

149ページ 
○消費者庁における国際担当の体制強化 
そもそも消費者庁における国際担当の業務内容を明記してくだ

さい。そのうえで、国際取引やネット取引の拡大に伴う、国をま

たいだ消費者被害に迅速に対応できるよう、国および省庁間連携



を進めてください。国際的な消費者トラブル情報や消費者庁の取

組状況について、消費者庁ホームページなどで情報提供すること

を取組に加えてください。 
65 ６（１）④ 147ページ 

150ページ 
○障害者の消費者被害の防止策の強化 
2016年（平成 28年）4月より施行された「障害者差別解消法」
を国民に周知していくことは、障がい者の消費者被害の防止や、

相談体制強化につながると考えます。消費者庁としても周知に関

しての取組を追加し、年度を明記した KPIを記載してください。 
66 ６（２）② 156ページ 

160ページ 
○地域の見守りネットワークの構築（消費者安全確保地域協議

会、消費生活協力員、消費生活協力団体） 
改正消費者安全法に基づく消費者安全地域協議会の設立に関

して、地域によっては福祉部局を中心とするネットワークがすで

に存在しており、そうした自治体の中には重ねての消費者安全地

域協議会の設立が困難なところもあることをふまえ、KPI の測
定は地域の実情に応じた柔軟な対応としてください。また、こう

したネットワークは機能しているかどうかが重要であり、取組に

は設立支援のみならず、実態把握も加えてください。 
67 ６（２）⑦ 158ページ 

162ページ 
○消費生活相談情報の活用 
消費者庁は、PIO-NET情報の分析力を高める観点から、活用し
やすいキーワードの項目設定など再度の見直しを国民生活セン

ターと連携して行ってください。 
 


